西大阪地区の津波対策に関する技術検討委員会
設　置　趣　旨
　大阪府の津波対策は、平成19年3月に「大阪府自然災害総合防災対策検討委員会」においてまとめられた東南海・南海地震に対する津波シミュレーション結果による最大約3メートルの津波高さに基づいて検討されており、この想定に基づき、操作する防潮施設を定めている。
　
　しかし、平成23年3月11日に発生した東日本大震災での津波は、従来の想定をはるかに上回るものであり、東北地方を中心に未曾有の大災害となった。これを受けて、国の中央防災会議では、これまでの東海・東南海・南海地震による地震動や津波高の見直し作業を行っているところであり、本府でも、この結果に基づき、今後、速やかに既存の防潮施設の点検等を行い、新たな津波に関する防御計画を策定することとしている。
一方、このような状況でも、地震やそれに伴う津波はいつ発生するか分からず、東日本大震災では被災した防潮施設が津波のエネルギーを減衰させて到達時間を遅らせたことも報告されており、府民からは新たな計画ができるまでの間でも既存の施設を有効に活用し、少しでも減災の図られることが望まれている。ここで、防潮施設については、これまで河川において津波が計画的防御対策の対象となっていなかったことから、個々で検討実施しているものもあるが、その大半は津波外力に対して構造的検討がなされておらず、また、津波到達までの限られた時間内での操作性についても課題を有するものである。
　
このため、現時点では必ずしも統一的な考え方が確立されていない大規模地震やそれに伴う大津波に対して、これまでの東南海・南海地震での津波シミュレーション結果とそれを上回る津波外力を想定し、既存の防潮施設の耐力を評価して損傷状況等の把握を行う。さらに、この結果を踏まえて、施設毎に操作の組合せを行ってシミュレーションを実施し、津波伝播の挙動とそれに伴い発生する短期及び長期的な二次災害についても検証を行い、破損した場合の効率的な復旧方法や操作時間の短縮方策等も含め、津波発生時における西大阪地区の防潮施設群の統合管理及び操作体制等のあり方について検討を行うものとする。
　
　これらを検討するには、河川工学、海岸工学及び機械工学などの多領域にわたる諸分野の専門的知識と先端的技術が必要となり、ここに「西大阪地区の津波対策に関する技術検討委員会」を設置するものである。
